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９月補正予算審査

会計 補正 額 内　容

一般会計 2,000 万円（歳出）イベント企画運営委託料

一般会計 27 万 7,000 円（歳出）生ごみ処理機等設置奨励金

補正予算の主なもの

　

福
島
県
外
の
人
を
県
内
に
呼
び
込
む
た
め
に
、
首
都

圏
を
中
心
に
天
然
ト
ラ
フ
グ
「
福
と
ら
」
の
テ
レ
ビ
Ｃ

Ｍ
に
よ
る
Ｐ
Ｒ
を
実
施
す
る
。

   

福
と
ら
の
魅
力
を
Ｃ
Ｍ
等
で
Ｐ
Ｒ

福
と
ら
の
テ
レ
ビ
Ｃ
Ｍ
／
生
ご
み
処
理
機
等
設
置
奨
励
金
の
増
額

補正
予算

市 議員

事
業
の
詳
細
に
つ
い
て
問
う
。

本
事
業
の
予
算
は
、
首
都
圏
の
テ
レ
ビ
Ｃ
Ｍ

に
１
２
１
０
万
円
、
宮
城
県
・
山
形
県
の
テ

レ
ビ
Ｃ
Ｍ
に
240
万
円
、
地
上
波
番
組
の
制
作

に
550
万
円
で
、
合
計
２
０
０
０
万
円
と
な
っ

て
お
り
、県
の
補
助
金
を
活
用
し
、実
施
す
る
。

な
お
、
本
事
業
は
県
外
か
ら
県
内
へ
の
来
訪

促
進
を
目
的
と
し
て
い
る
た
め
、
県
内
で
の

テ
レ
ビ
Ｃ
Ｍ
、
新
聞
折
り
込
み
広
告
、
雑
誌

掲
載
等
は
補
助
金
の
対
象
外
と
な
っ
て
い
る
。

 

な
ど
の
追
加
補
正
予
算
を 

議
決 

市 議員

現
時
点
の
申
請
状
況
に
つ
い
て
問
う
。

今
年
７
月
末
時
点
で
、
電
動
式
が
12

基
、
コ
ン
ポ
ス
ト
が
６
基
の
合
計
18
基

と
な
っ
て
い
る
。

生
ご
み
処
理
機
等
設
置
奨
励
金

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
の
増
額

　

当
初
、
奨
励
金
の
対
象
に
つ
い
て
電
動
式
15
基
、

コ
ン
ポ
ス
ト
６
基
の
計
21
基
分
を
想
定
し
て
い
た

が
、
想
定
よ
り
も
申
請
が
多
く
な
る
こ
と
が
見
込
ま

れ
る
た
め
、
新
た
に
25
基
分
を
増
額
す
る
。

職
員
等
の
旅
費
制
度
の

　
　
　
　
　
　
　
見
直
し

第 60号
　

宿
泊
料
金
の
高
騰
や
交
通
機
関
の
料
金
体
系
、
販
売

方
法
の
多
様
化
な
ど
に
対
応
す
る
た
め
、
関
係
条
例
を

一
括
し
て
改
正
す
る
も
の
。

　

今
回
の
改
正
は
、
国
や
県
の
改
正
趣
旨
に
合
わ
せ
、

旅
行
の
実
態
に
即
し
た
必
要
な
旅
費
を
支
給
す
る
よ
う

改
正
す
る
も
の
で
、
バ
ス
、
タ
ク
シ
ー
、
レ
ン
タ
カ
ー

な
ど
の
運
賃
・
費
用
を
旅
費
の
対
象
に
加
え
る
ほ
か
、

都
道
府
県
ご
と
の
宿
泊
費
の
上
限
や
交
通
費
と
宿
泊
費

を
ま
と
め
た
包
括
宿
泊
費
な
ど
を
設
け
る
。
施
行
日
は

令
和
９
年
４
月
１
日
と
な
っ
て
い
る
。

市
長
な
ど
に
支
給
す
る
、
鉄
道
運
賃
の
距

離
の
制
限
を
撤
廃
し
た
特
別
車
両
料
金
に

つ
い
て
ど
の
よ
う
な
議
論
が
あ
っ
た
の
か
。

　
　
　
　
　

国
の
法
律
及
び
県
の
旅
費
条
例
の
状
況
を

　
　
　
　
　

調
査
し
た
結
果
、
国
や
県
の
改
正
趣
旨
を

　
　
　
　
　

踏
ま
え
、
当
市
で
も
同
様
に
改
正
す
る
こ

　
　
　
　
　

と
と
な
っ
た
。

議員市

な
お
、
国
の
運
用
方
針
で
は
、
旅
行
命
令
権
者
に

お
い
て
実
態
な
ど
に
応
じ
、
特
別
車
両
料
金
の
支

給
を
決
定
で
き
る
と
し
て
い
る
。

原案に反対　旅費制度の見直し自体には反対せず、必
要に応じた特別職の特別車両の利用も否定しない。問題は条例
の「書き方」である。現行制度では市長の旅費に「特別車両料
金又は上級の運賃」と規定されているが、改正案では「最上級
の運賃」と明記され、議員も「市長の旅費相当額」とされる。
このように職位と旅費にランクを結びつけ条例に明記すること
は、市民の理解を得られない。自治体の条例は単なる技術的規
定ではなく、公費の使い方の姿勢を示すものである。市民には
限られた財源の中で事業の必要性を問い、負担の理解を求める
一方、市長・議員には職位を基準に上位待遇を保障するのは、
市民との感覚にズレを生じさせるおそれがあると考える。必要
性に応じた適切な支給と、職位による待遇保障は異なる。公費
に対する市民の信頼を守るため、原案に反対する。

中島孝議員

原案に賛成　　　　　　　　　現在は規則に基づき旅費が支給されているが、改
正後は実際の支出に応じて支給されるようになる。今回の改正は国や
県の改正趣旨に準じたものであり、妥当な改正であることから原案に
賛成する。

愛澤俊行議員

原案に賛成　　　　　　　　　同議案は、社会の変化に対応した職員の旅費ルー
ルの見直しである。評価できる点は三つあり、第一に、ホテル代を
「実費」で支払う仕組みへの変更により、ホテル代高騰に対応し、職
員の自己負担を解消できる点。第二に、曖昧だった日当や食卓料など
の定額手当をなくし、実費負担を基本に整理した点。第三に、過払い
や不正申請時の返還義務を明記した点で、税金の適切な使用を確保で
きる点。以上のことから改正は妥当と判断し、原案に賛成する。

獺庭大輔議員
※賛否結果については 15 ページ下段を御覧ください。


